
鳥取県就農応援交付金交付要綱 

 
 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、鳥取県補助金等交付規則（昭和３２年鳥取県規則第２２号。以下「規

則」という。）第４条の規定に基づき、鳥取県就農応援交付金（以下「本交付金」とい

う。）の交付について、規則に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（交付目的） 

第２条 本交付金は、新規就農者の経営が早期に安定し、これらの者が本県の農業の担い手と

して定着することを目的として交付する。 

 

（交付金の交付） 

第３条 県は、前条の目的の達成に資するため、農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第

６５号。以下「基盤強化法」という。）第１４条の４第１項に規定する青年等就農計画の認

定を受けた者（法人の場合にあっては、就農後３年以内の構成員で、かつ、農作業への従事

が主である者とする。ただし、就農後５年を経過した者を法人の構成員に含む場合は除く。

以下「間接補助事業者」という。）が鳥取県就農応援交付金事業実施要領（平成２２年４

月１日付第２００９００２０９５１７号鳥取県農林水産部長通知。以下「実施要領」とい

う。）に基づき行う事業（以下「間接補助事業」という。）について、本交付金の額の２分

の３を乗じて得た額以上の間接交付金（以下「間接交付金」という。）を交付する市町村

（以下「補助事業者」という。）に対し、予算の範囲内で本交付金を交付する。 

２ 本交付金の額は、補助事業者が間接補助事業者に交付する就農初期に係る運転資金、基盤

整備費及び生活費等に活用できる交付金の額に３分の２を乗じて得た額以下とし、交付対象

とする交付金の額は次の表に掲げる額を上限とする。 

交付年度 就農１年目 就農２年目 就農３年目 

交付額 月額１００千円 月額６５千円 月額４０千円 

３ 本交付金の交付は、間接補助事業者が就農してから最大３年間に限り、行うものとする。 

 

（交付申請の時期等） 

第４条 本交付金の交付申請は、知事が別に定める日までに行わなければならない。 

２  規則第５条の申請書に添付すべき同条第１号及び第２号に掲げる書類は、それぞれ様式第

１号及び様式第２号によるものとする。 

 

（交付決定の時期等） 

第５条 本交付金の交付決定は、原則として、交付申請を受けた日から２０日以内に行うもの

とする。 

２ 本交付金の交付決定通知は、様式第３号によるものとする。 

 

（間接交付の条件） 

第６条 補助事業者は、間接交付金を交付するときは、間接補助事業者に対し、次の表の左欄

に掲げる規則の規定（これらの規定中同表の中欄に掲げる字句を同表の右欄に掲げる字句に、

それぞれ読み替えたものとする。）に準じた内容の条件を付さなければならない。 

 

第12条(第４項を除く

｡)、第13条、第14条

、第16条第２項後段

、第17条、第25条及

び第26条 

補助事業者等 間接補助事業者 

交付決定 間接交付の決定 

補助事業等 間接補助事業 

知事 補助事業者 

様式第２号による 補助事業者が定める 

対象事業 間接補助事業 



 

 

 

様式第３号による 補助事業者が定める 

補助金及び間接県費補

助金等 

間接交付金 

 

 

 

（間接的な変更等の承認） 

第７条 補助事業者は、第６条の規定により付した規則第１２条の規定に準じた内容の条件に

基づき、間接補助事業について変更等の承認をしようとするときは、あらかじめ規則様式第

２号による申請書を知事に提出して、その承認を受けなければならない。 

２ 第５条第１項の規定は、前項の規定による知事の承認について準用する。 

３ 補助事業者は、第１項に規定する条件に基づき、規則第１２条第１項（同条第２項におい

て準用する場合を含む。）の別に定める変更等を定めるに当たっては、本交付金の増額又は

間接補助事業の中止及び廃止を定めてはならない。 

 

（指示等の報告） 

第８条 補助事業者は、第６条の規定により付した規則第１３条又は第１６条第２項後段の規

定に準じた内容の条件に基づき、間接補助事業者に対して指示をし、又は間接補助事業者か

ら報告を受けたときは、直ちにその旨を知事に報告しなければならない。 

 

（実績報告の時期等） 

第９条  規則第１７条第１項の規定による報告は、次に掲げる日までに行わなければならない。 

（１）規則第１７条第１項第１号又は第２号の場合にあっては、間接補助事業の完了又は間接

交付の中止若しくは廃止の日から３０日を経過する日 

（２）規則第１７条第１項第３号の場合にあっては、補助事業等の完了予定年月日の属する年

度の翌年度の４月１５日 

２ 規則第１７条第１項の報告書に添付すべき同条第２項第１号及び第２号に掲げる書類は、

それぞれ様式第１号及び様式第２号によるものとする。 

 

（間接交付金の支払） 

第１０条 補助事業者は、本交付金の支払を受けたときは、その支払を受けた額に応じた額の

間接交付金を、遅滞なく間接補助事業者に支払わなければならない。 

 

（交付金の返還等） 

第１１条 補助事業者は、第３条第１項の規定により本交付金を受けた間接補助事業者が、当

該年度の間接補助事業の実施期間内（第４号に定める場合は、実施期間終了後も対象とす

る。）において、次のいずれかに該当することとなった場合は、その旨を速やかに知事に報

告しなければならない。この場合においては、間接補助事業者本人の死去や疾病等やむを得

ない事情により経営の休止等をせざるを得ないと知事が認める場合を除き、規則第２１条第

３項の規定により、次に掲げる場合の区分に応じ、交付決定の全部又は一部を取り消し、県

は規則第２２条第１項の規定により交付金の返還を命ずるものとする。 

（１）間接補助事業者が、実施要領第１１の営農中止（営農計画の認定の取消しを含む）を

した場合 全部又は一部 

（２）間接補助事業者（居住地の市町村から交付金の交付決定を受けた者に限る。）が、交

付決定時に居住していた市町村から転出し、補助事業者が事業の全部又は一部を中止し

た場合 全部又は一部 

（３）間接補助事業者（営農地の市町村から交付金の交付決定を受けた者に限る。）が、交

付決定時に営農していた市町村での耕作を断念し、かつ、他の市町村で営農を継続し、

補助事業者が事業の全部又は一部を中止した場合 全部又は一部 

（４）間接補助事業者が、国が別に定めるところにより交付する農業次世代人材投資資金



（経営開始型）の交付を受けることとなった場合 全部又は一部 

 

（雑則） 

第１２条 規則及びこの要綱に定めるもののほか、本交付金の交付について必要な事項は、農

林水産部長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２３年３月２８日に施行し、平成２３年度事業から適用する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２４年３月２９日に施行し、平成２４年度事業から適用する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２５年１月１７日に施行し、施行日以前に実施した事業についても適用する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２６年５月８日から施行する。ただし、本交付金を活用する新規就農者が居

住又は営農する市町村において、基盤強化法第６条に規定する農業経営基盤の強化の促進に関す

る基本的な構想が策定されるまでに、青年等の就農促進のための資金の貸付け等に関する特別措

置法（平成７年法律第２号）第４条に規定する就農計画の認定を受けた者については、なお従前

の例によるものとする。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成２７年３月２７日に施行し、平成２７年度事業から適用する。 

２ 第３条第１項のただし書の規定については、平成２６年度以前に本交付金の交付を受けてい

る者には適用しない。 

 

  附 則 

この要綱は、平成２８年４月１２日(以下「施行日」という。)に施行し、施行日以前に本交付

金の交付を受けた者についても適用する。 

 

  附 則 

 この要綱は、平成２９年３月２４日に施行し、平成２９年度事業から適用する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成３１年３月１５日に施行し、平成３１年度事業から適用する。 

 



様式第１号（第４条、第９条関係）                                                      
         

年度鳥取県就農応援交付金事業計画（実績報告）書 
                                                                                 
      
                                                            市町村名           
    
１ 現状と目標（課題を数値等も交えて具体的に記述すること）                    
 
    
２ 課題解決のための対応方針                                                     
      
    

  ３ 事業内容 

対象者 就農日 
就農時
の年齢 

生年月日 実施期間 
交付金の 

単価 
交付金の額 

    年 月～ 年 月  円× 月  

    年 月～ 年 月 円× 月  

    年 月～ 年 月 円× 月  

    年 月～ 年 月 円× 月  

 計  

注１：法人の構成員の場合は、「対象者」欄の下段に（ ）書きで法人名を記載し、法人
の定款及び構成員名簿（就農日が記載されたもの。）を添付すること。 

注２：必要に応じて記入欄を追加すること。 
 

  ４ 経費の配分                                                                     

 
 
 

区   分 
 
 

 
補助事業に 
要 す る 
(した)経費 
(算 定 基 準 額) 
(A)+(B) 

 
負 担 区 分 

 
備 考 

 
 
 
 

 
県  費 

 
(A) 

 
市町村 

 
(B) 

就農応援交付金 円  円  円  

 
 
 

 
 

 
計 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

                                                                                       

５ 青年等就農計画等の認定及び実施要領に基づく事業計画等の承認等の状況 

氏 名 区  分  当 初  
変 更 

( 回目) 
変 更 

( 回目) 
変 更 

( 回目) 

 

□就農計画 
□青年等就農計画 

年 月 日 
年 月 日 

年 月 日 
年 月 日 

年 月 日 
年 月 日 

年 月 日 
年 月 日 

□営農計画 
□事業計画 

年 月 日 
年 月 日 

年 月 日 
年 月 日 

年 月 日
年 月 日 

年 月 日 
年 月 日 

 

□就農計画 
□青年等就農計画 

年 月 日 
年 月 日 

年 月 日 
年 月 日 

年 月 日 
年 月 日 

年 月 日 
年 月 日 

□営農計画 
□事業計画 

年 月 日 
年 月 日 

年 月 日 
年 月 日 

年 月 日
年 月 日 

年 月 日 
年 月 日 



注１：法人の構成員の場合は、「氏名」欄の下段に（ ）書きで法人名を記載し、法人の
青年等就農計画の認定日及び事業計画の承認日を記すこと。 

注２：区分は、申請の根拠となった計画を記すこと(■又はレ点)。 
注３：事業開始年度及び各計画に変更があった場合のみ、認定書、承認通知の写しを添付

すること(事業計画書の提出時のみ。)。 
注４：必要に応じて記入欄を追加すること。 

 

６ 他の補助金の活用 

 

 

 

 

注：対象者が、本交付金に類似する他の補助金・交付金を活用する場合には、その補助金等
の名称、その事業内容、当該補助金等に係る問い合わせ先（補助金を所管している部署名
や団体名及び連絡先）を記載すること。（補助事業者が把握している範囲内で可。） 

 
 ７ 間接補助事業の完了(予定)年月日 
  
     年  月  日 



様式第２号（第４条、第９条関係） 
 
 

年度鳥取県就農応援交付金事業収支予算（決算）書 
 
１ 収入の部 

区 分 
本年度予算額 

(本年度決算額) 
前年度予算額 
(本年度予算額) 

比  較  増  減 
備  考 

増 減 

 
県補助金 

 

 
            円 

 

 
            円 

 

 
        円 

 

 
        円 

 

 
 
 
 

市町村 
     

 
計 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

                                                                                 
      
２ 支出の部                                                                     
   

区   分 
本年度予算額 

(本年度決算額) 
前年度予算額 

(本年度予算額) 

比 較 増 減 備 考 
 増 減 

就農応援交付金          円          円       円      円  

 
 
 
 
 

 
         計 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
                                                      
 



様式第３号（第５条関係）                      （番     号） 
                                                             年  月  日 
 
 
              様 
 
 
                     職      氏   名    印 
 
 

 年度鳥取県就農応援交付金交付決定通知書 
 

年 月 日付第  号の申請書（以下「申請書」という。）で申請のあった鳥取県就農応援
交付金（以下「本交付金」という。）については、鳥取県補助金等交付規則（昭和３２年鳥取県
規則第２２号。以下「規則」という。）第６条第１項の規定に基づき、下記のとおり交付するこ
とに決定したので、規則第８条第１項の規定により通知します。 
 

記 
 
１ 対象事業 
  本交付金の交付対象事業の内容は…………とする。 
 
２ 交付決定額等 
  本交付金の算定基準額及び交付決定額は、次のとおりとする。ただし、交付対象事業の内容
が変更された場合におけるそれらの額については、別に通知するところによる。 

  
（１）算定基準額        金         円 
（２）交付決定額              金         円 
 
３ 経費の配分 
  本交付金の対象経費の配分及びその配分された経費に対応する交付決定額は、・・・・・・
・・・・とする。ただし、交付対象事業の内容が変更された場合においては、別に通知すると
ころによる。 

 
４ 交付額の確定 
  本交付金の額の確定は、交付対象経費の実績額等について、鳥取県就農応援交付金交付要綱
（平成２２年４月１日付第２００９００２０９５１７号農林水産部長通知。以下「要綱」という。）
第３条第２項の規定を適用して算定した額と、前記２の(２）の交付決定額（変更された場合
は、変更後の額とする。）のいずれか低い額により行う。 

 
５ 交付金の返還 
  次に掲げる場合に該当するときは、本人の死去や疾病等やむを得ない事情により経営の休止
等をせざるを得ないと知事が認める場合を除き、次に掲げる場合の区分に応じ、本交付金の全
部又は一部を、県に返還しなければならない。 

（１）間接交付事業者が、鳥取県就農応援交付金事業実施要領（平成２２年４月１日付第２００９
００２０９５１７号。鳥取県農林水産部長通知。以下「実施要領」という。）第１３の営農中止
（営農計画の認定の取消しを含む。）をした場合 全部又は一部 

（２）間接交付事業者（居住地の市町村から交付金の交付決定を受けた者に限る。）が、交付
決定時に居住していた市町村から転出し、交付事業者が事業の全部若しくは一部を中止し
た場合 全部又は一部 

（３）間接交付事業者（営農地の市町村から交付金の交付決定を受けた者に限る。）が、交付決
定時に営農していた市町村での耕作を断念し、かつ、他の市町村で営農を継続し、交付事業
者が事業の全部又は一部を中止した場合 全部又は一部 

（４）間接交付事業者が、国が別に定めるところにより交付する青年就農給付金（経営開始型）
の交付を受けることとなった場合 全部又は一部 

６ 補助規程の遵守 
    本交付金の収受及び使用、交付金事業の遂行等については、規則、要綱及び実施要領の規定
に従わなければならない。 


